
令和４年度の取組について
（事務局案）

資料３



データの共有と活用の仕組みづくり

未来技術の活用とそれを前提とした仕組みづくり

未来技術を活用した産業振興と多様な主体の連携による新たな価値創造

未来技術を活用して将来にわたり安全・安心で豊かな生活の実現

施策の展開について（北海道Society5.0ロードマップ）

区 分

暮
ら
し

産
業

行
政

デ
ー
タ

基
盤

医療・福祉

教育

地域生活

交通・物流

環境・
エネルギー

感染症の
流行に備えた

対策

住民の暮らしに欠かせない地域交通・物流の安定的な確保
環境への負荷が少ない持続可能な社会の構築
強靭な北海道づくりと都市一極集中の解消

農林水産業

地場産業

観光振興

研究開発 社会資本整備

経済活動への
影響対策

多彩な地域資源を活かした世界が憧れる
観光立国北海道の更なる推進
産業活動や暮らしを支える社会資本の戦略的・
効率的な整備

行政の
デジタル化の

推進

利用者視点のデジタル化

マイナンバー制度

オープンデータの推進

広範な主体による公共データの利活用に向けたオープンデータの推進
官民連携による安全・安心なデータの利活用を通じた道民生活の向上データの利活用

情報通信基盤の整備 未来技術を支える社会的・人的基盤の整備

セキュリティ対策

デジタル人材の育成・確保

「北海道Society5.0」の実現を加速させる情報通信基盤の整備
「北海道Society5.0」を支えるセキュリティ対策

「北海道Society5.0」の実現に向けたデジタル人材の育成・確保

接触確認ｱﾌﾟﾘ等
を通じた
感染まん延
の防止

光ファイバ整備
を通じた

情報通信基盤
の確保 6

「
北
海
道S

o
c
ie
ty

」
実
現
へ

5
.0

コロナ対応
は継続

安心で質の高い医療・福祉サービスの強化
北海道の未来をけん引する人づくり
道民生活の安全・安心の確保と利便性の向上

農林水産業の持続的な成長
地域経済を支える中小・小規模企業の産業力強化
と新たな成長企業の創出
「北海道Society5.0」の実現に向けた研究開発の推進

利用者視点でのデジタル化の推進
マイナンバー制度の円滑な運用とマイナンバーカードの普及・活用



国の動向 自治体DX推進計画①

2021年9月 デジタル庁設置



国の動向 自治体DX推進計画②

自治体のDX推進を
計画的に行うため、

総務省が
手順書を作成

（令和3年7月）



国の動向 デジタル田園都市国家構想

デジタル庁「デジタルから考えるデジタル田園都市国家構想」から引用

デジタル田園都市国家構想
実現のための交付金を措置
令和3年度補正予算 200億円

デジタルを活用した、意欲ある
地域による自主的な取組を応援す
るため、デジタルを活用した地域
の課題解決や魅力向上の実現に向
けて、国が交付金により支援する

デジタル田園都市国家構想実現会議
第1回 令和3年11月11日
第2回 令和3年12月28日



道の取組の方向性

環境変化と見えてきた課題

①デジタル化推進に向けた追い風
・デジタル庁の設置（全国的なデジタル化の取組
加速）

・政府系データセンターの誘致、村井顧問就任

②民間企業との連携
・北海道を応援する意欲的な企業等の活力を活用
した展開

③グリーン×デジタル、カーボンニュートラル
・北海道の特性を生かし、ゼロカーボン北海道の
実現に向けた取組

・再エネを活用した次世代データセンター等のデ
ジタル関連産業の誘致

④市町村におけるデジタル化の進捗度の違い
・市町村による取組の格差、人的・財政的な負担
問題の顕在化

⑤道庁のデジタル化
・テレワーク環境や公用スマホ･Wi-Fi（R3整備）
の徹底活用

デジタルチャレンジ北海道
民間企業等とがっちり組んで、
IoTの実証事業に次々と取り組む環境
を実現

デジタルファースト北海道

道民、地域に見える・役立つ
北海道Society5.0の実現

Smart道庁の推進民間企業との連携

デジタルアイランド北海道
国内外に通じる
デジタル先進地・北海道の実現

データセンターの集積

データ活用/人材育成

AI･IoTの活用促進 大学との連携

ドローン利活用促進

市町村DXの支援

Society5.0の体験

未来技術を活用した活力あふれる北海道の未来社会
○Smart一次産業（農林水産業）
○ワーケーション・テレワーク社会
○ドローン・ロボットの活躍
○データの活用による新サービスの提供
○住民サービスの新時代UX
・遠隔医療・遠隔授業
・オンライン化(電子申請等)

北海道Society5.0に向けた取組を加速

令和４年度の取組 ３つの柱

（今年度の取組を踏まえた方向性）



道の取組①

暮
ら
し

産
業

行
政

未来技術を活用して
将来にわたり安全・安心で

豊かな生活の実現

主な取組（抜粋）

未来技術を活用した
産業振興と多様な主体の
連携による新たな価値創造

「自治体DX推進計画」を
踏まえた

市町村のデジタル化や
Smart道庁の取組を推進

※当初予算決定前ですので変更になる可能性があることをご了承ください。
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2

3

デジタル技術によって地域の課題を解決

ICTを活用した鳥獣被害対策

遠隔授業、遠隔介護の推進

介護ロボットの普及促進 など

地域課題解決のためのドローン活用

再生エネルギーを活用したデータセンター誘致

サテライトオフィスの誘致促進

スマート農林水産業の推進 など

市町村の行政デジタル化の推進

道庁及び道内市町村のオープンデータの推進

Smart道庁の推進
（全職員に配付するスマートフォンの徹底活用）

マイナンバーカードの普及促進 など



道の取組②

データ利活用

基盤整備

民間のデータ利活用

情報通信基盤の整備

4

5

地方自治体のデータ利活用

デジタル人材育成確保

令和3年度のワーキンググループの
議論を踏まえ

引き続き
ワーキンググループで検討



令和4年度データ利活用ワーキンググループの取組①

自治体のオープンデータの推進 民間のデータ利活用推進

オープンデータアイデアソン・ハッカソン

• 道の行政データの棚卸し調査の結果を検証

• 自治体職員向けのセミナーの実施

• 自治体職員にメリットのある（仕事の増えない）デー
タ作成、公開について検討

• 北海道Society5.0を実現するためには、DXが必要。DXとはデジタルの基盤の上に社会の仕組みをのせ、社
会の効率化を挙げ付加価値を生み出すこと。これにはデータ利活用は欠かせないということを道民に強く
インプットする

北海道のデータ利活用

• 2021年度の実施内容を踏まえ、内容を再検討。

• 民間企業や団体を巻き込んで開催できないか検討

• 民間企業からのヒアリング結果を受け、民間が
データを活用できる方策を検討

• 民間企業におけるメリットのあるデータ公開の
手法を検討

令和4年度も引き続きデータ利活用ワーキンググループによる検討をしたい



行
政

R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025)

道庁

市
町
村

機械判読可能な
データの増

データ棚卸し調査
民間ニーズ把握

区分 目標

機械判読可能なデータの割合を増やしていく

オープンデータ取組市町村の増 179市町村で取
り組み開始OD取組率100％

国や道が主催の研修会、セミナーの実施

北海道オープンデータアイデアソン・ハッカソン

民間

データ活用の推進

データの公開

データ利活用ワーキング
の役割

• より具体的なデータ
利活用方策の検討

• データ棚卸し調査の
状況確認

• 自治体職員向けセミ
ナー

• 北海道オープンデー
タハッカソン

• 北海道をデータ利活用先進地とするための方策検討
• 北海道オープンデータ推進協議会と連携したデータ利

活用方策
• 道内市町村と連携したデータ利活用

民間がデータ利活用を行える環境の創出、成功事例の作成
データ変換ツールなどを作成しOSSとして公開（HODA）

民間がデータを公開することで得られるメリットの検討
APIで公開することでメリットのあるサービスの開発

手
法
等

機械判読可能
なデータの
割合を

増やしていく

以降

データ
活用推進

データ
公開推進

令和4年度データ利活用ワーキンググループの取組②
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令和4年度データ利活用ワーキンググループの取組③

データ
利活用
WGでの
検討事項

 DXとはICTの仕組みの上に社会の仕組みをのせること。行政情報のデータ化、オープンデータ
というのはDXの一丁目一番地

 ニーズが無くても機械判読可能なデータは公開するべきであるが、そうは言っても進まないの
でニーズの高いものから公開することは良い

 データの公開と利用は「鶏と卵」の関係。ニーズが高ければ公開する、逆に公開されれば使わ
れる。道庁の庁内データを把握するデータ棚卸しは、「鶏と卵の」最初のひと転がりになる。

庁内データの把握 庁内データ棚卸し調査 手法等を市町村に展開

データニーズの把握 北海道オープンデータラウンドテーブルの開催

利用しやすいデータ ニーズをもとに機械判読可能データの拡大

リストのオープンデータ化
道庁の持つデータ
が見える化され、
要望もしやすい！

データの活用事例 北海道オープンデータアイデアソン・ハッカソンの開催



• 道内の地域、企業等に必要なデジタル人材育成・確保を実現するため、「学びの場の整備」「デジタル人
材の呼び込みと人材の共有に向けた仕組み化」を行い、「デジタル人材の集積地としての地位を確立」を
目指す

北海道のデジタル人材育成・確保

令和4年度も引き続きデジタル人材育成・確保ワーキンググループによる検討を継続

令和4年度デジタル人材育成・確保ワーキンググループ取組①

学び・情報共有の場づくり 組織の風土改革・
個人の意識改革

人材を共有するスキーム地域をフィールドにした
学びの場づくり

若い人がチャレンジできるフィールドの提供
（失敗の許容）

地域で生きた教材を提供するスキーム

実証フィールドの提供
（テーマやエリアの設定）

インターンシップの活用

補助事業の特別枠の創出
（採択率・補助率upなど）

必要となる施策の検討

人・成果・使ったスキルを
セットにした人材バンク事業

（副業的にできてもよい）

自治体+道内企業の経営層向
けのDXトップセミナー



令和4年度デジタル人材育成・確保ワーキンググループ取組②

STEP1 STEP2 STEP3

学びの場の整備

デジタル人材の呼び込みと
人材の共有に向けた仕組み化

デジタル人材の集積地として
の地位を確立

2021（R3）～2025（R7） 2026（R8）～2030（R12）

 無償オンライン講座等様々な学習
機会の積極的活用

 本道の地域課題を題材とした実践
的な学習プログラムの確立

 STEP1の講座受講者を含めたデ
ジタル人材の本道への囲い込み
（オンラインも含む）

 デジタル人材の共有に向けた仕
組みの検討・実装
（バンク制度やデジタルバッジ
などが候補）

 北海道の魅力（課題を含む）を活用してデ
ジタル関連の取組を続々展開

 取組結果（事例）を発信（周知活動）

 国内外からデジタル人材がオフライン・オ
ンラインを問わず集積する地域としての地
位を確立

令和4年度も
ワーキンググループを

継続し、
さらに検討を深める



令和4年度デジタル人材育成・確保ワーキンググループ取組③

デジタル人材
育成・確保
WGでの
検討事項

 デジタル人材を育てる人や場が少ない

 DXを実践している人に出会うことが少ない

 デジタル人材の雇用コスト、デジタル化を行う人、余力が組織にあるかが問題

 外部人材を入れたからといって取組が進むわけでは無い

 どのようなデジタル人材がどれくらい必要になるか検討が必要

 道内の絶対的なデジタル人材の総量が不足しており、供給量をい
かに増やすかが重要

 組織内の人材の育成、DXには数年かかるので足の長い取組が必
要

 取りまとめてもすぐに時代遅れになるので、随時ブラッシュアッ
プが必要

学びの場の整備
 無償オンライン講座等様々な学習

機会の積極的活用
 本道の地域課題を題材とした実践

的な学習プログラムの確立



北海道Society5.0の広報・周知・気運醸成

「北海道Society5.0」推進のパネルを作成し、道政広報コー
ナーや各種イベントでの広報を実施
※令和3年度は広報紙「ほっかいどう」や道政広報番組による周知を実施

「地域情報化会議」など各種会議を活用した全市町村への
周知。

NoMapsや国が行うセミナーなど、様々なイベントを活用
した道民、民間企業などへの周知。

道における取組

令和3年に引き続き取組を実施



令和４年の会議スケジュール

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１回
会議

第２回
会議

報告書
取りまとめ

ワーキンググループによる検討

【令和４年度の予定】
1. 5月に第1回会議、2月に第2回会議を開催
2. 各ワーキンググープによる重点事項の検討（5月～12月）

ワーキンググループは３～４回の会合を実施
3. ワーキンググループの検討結果を取りまとめ、第２回会議に報告

ハッカソン

地域情報化推進会議自治体向け
セミナー

広報・周知

令和3年度の取組を
取りまとめ

報告



令和4年度の会議の委員及びワーキンググループのメンバーについて

令和4年度の会議の委員及びワーキンググループのメンバーについては、
本日の議論を踏まえて選定を行いたい。

事務局が山本座長、ワーキンググループリーダーと相談し決定させてい
ただきたい。



参考資料



北海道Society5.0推進計画
第4章「施策の展開方針」における「評価の視点」



北海道Society5.0推進計画
第4章「施策の展開方針」における「評価の視点」


